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将来除却支出の原価算入とその問題点
-FASB公開草案『長期保有資産の除却に伴う
債務に関する会計Jの検討-
西谷順平※
第1節 FASB公開草案の特徴と問題点
環境問題について大きな関心が寄せられている現代社会において、原子力発電施設解体のた
めの支出といった資産使用終了後に発生する除却支出が、企業にとって大きな問題となってい
るO わが国において昨今導入された「家電リサイクル法JJ)が端的に示すように、現在では、
モノを購入することが、同時にモノを処分する義務までも負担することを意味するようになっ
ている。つまり、除却支出は資産購入に不可避な支出という位置付けとなったので、あるO そし
て、資産によっては除却支出が莫大な金額に上るものもあり、投資家にとっても重大な関心事
となっているようである。
このような社会状況にもかかわらず、これまで米国では、将来の除却支出に関する会計基準
が存在せず、会計実務も不統一で、あった。そういった状況に対処するべく、 2000年2月に米
国財務会計基準審議会 (FASB)は、公開草案『長期保有資産の除却に伴う債務に関する会計』
2) (以下、「公開草案」と略す)を公表した。その概要は、有形固定資産の使用終了とともに
将来発生する支出、すなわち資産取得時あるいは使用時現在における「除却債務 (asset
retirement obligation) J 3)のうち、負債認識要件を満たしたものについて現在価値評価した
上で負債認識する4)。そして、除却債務の負債認識による貸方の増加分に見合うだけの金額を、
借方において「除却コスト (assetretirement COSt) Jとして当該資産の簿価(取得原価あるい
は未償却原価)に算入するというものである。ただし、除却負債の見積改訂が行われた場合、
1) r特定家庭用概評摘品イ儲J(平成13年4月1日施行)。
2) Financial Accounting Standards Board， Proposed Statement of Financial Accounting Standards， 
Accounting for Obligations Associated with the Retirement of Long-Lived Assets， February 2000.なお、
この公開草案は96年2月に提出された公開草案Accountingfor Certain Liabilities Related to Closure or 
Removal of Long-Lived Assetsの改訂版である。
3)除去岡賢主は、原子力発電施翻写体僚主のように資産取得寺点で発生するものもあれば‘、現寛回復f責務のように使
用に伴って発生するものもある。また、立法措置や契約改訂などにより、使用期間中に予想外に発生することも
ある。同上書、 para.7を参照。
4) ~余却負債に関して、現在価値判面という観点カ、ら論じたものとして、今福愛志「閉鎖債務の割引計算の概要と問
題点」北村敬子・今福愛志『キャッシュフロー割引計算』第7章、中央経済社、 2000年がある。
※青森公立大学
第2節 除却負債認識の背景にあるFASBの考え方とその問題点
(1 )除却負債認識の背景にあるFASBの考え方
①の意味するところは、負債発生原因主義ともいうべき考え方が、「公開草案Jにおいて採
用されていることである。尤も、負債を将来キャッシュ・アウトフローの蓋然性に基づいて認
識することになっている米国会計基準や国際会計基準において、このような考え方が採用され
ることはとくに驚くべきことではない 13)。また、冒頭に述べたように、モノを購入すること
が、同時にモノを処分する義務をも負担することを意味するようになった現在の社会状況に照
らせば、当然の帰結とも考えられよう O ただし、ここで注意しておかなくてはならないことは、
先に述べたように除去P行為があくまで未履行契約でさえない予定取引であるという事実であ
る。
そのことが、とくに問題となるのは、資産取得によって将来発生する解体支出を負債認識す
るケースである。なぜなら、そこで、は当該資産を取得・使用した後に除却行為を行うことまで
が、負債認識するにあたって前提とされていることを意味するからである。このことは、もし
使用途中に売却すれば、除却支出の負担も売り手と買い手の間で相応に按分されるであろうこ
とを考えれば即座に明らかとなろう O
例えば、冒頭の例を用いて、 100万円で購入した資産に関して、将来の解体支出50万円が
見込まれるとしよう O そこで注意しなければならないことは、解体支出50万円を実際に支出
するのがあくまでも資産の最手刻史用者である点である。つまり、たとえ資産を取得したとして
も、途中で売却するのであれば、実際に解体支出50万円を支払う義務からは解放されてしま
うのである。尤も、売り手が」定の期間について使用したのであれば、その使用期間と資産の
耐用年数の割合だけ、解体支出の負担は按分されることになろう O ただし、そこで重要なこと
は、資産を取得したからといって、解体支出の全額を資産取得者が負担するわけではないとい
う点である。
「公開草案」によれば、除却負債として認識されるのは、将来において「避けられない」金
額であると規定されている 14)。しかし、途中売却まで考慮に入れれば、客観的に「避けられ
ない」金額は、上記の議論から明らかなように、使用に伴って増加していくことがわかる。そ
して、その様子を会計的に表現するならば、目頭で示したような、使用に伴って比例的に負債
を認識していくという、わが国の引当処理を用いるのが妥当な帰結となろう O また、その場合、
借方相手項目は費用認識されることになる。期間利益の計算を重視するという観点に立てば、
わざわざそれを資産に算入した上で同額だけ費用化することに意義を見出せないからである。
13)尤も、 FinancialAccounting Standards Board， Statement of Financial Accounting Concepts， No.6， 
Elements of Financial Statements， December 1985， para.21 0 (平松・広瀬、前蟻芹書)の繍即こよっては、
負債認識そのものが否定される可能性もあろう。「公開草案:JIssue 1は、この点を考慮したものだと考えられる。
14) FASB、ProposedStatement (Feb 2000)、para.3。
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よって、除却負債の借方相手項目を取得原植に算入するという規定を持つ以上、「公開草案j
が、将来キャッシュ・アウトフローの発生の蓋然性を、企業が取得した資産を最後までf吏用し
除却することまでを苗提に考えられていることが理解できるのである。
(2)員債認識の拡大とその需題点
前項においては、除却負債の認識の背景にあるFASBの考え方について検討した。そこでは、
将来キャッシュ・アウトフローの発生の蓋熱性を、企業が取得した資産を最後まで使用し除却
することまでを前提に考えられていることが明らかとなった。その意味することを一言で表せ
ば、負債認、識の拡大となろうO ただし、いったんこのような負積認識の拡大を認めるのであれ
ば、負積認識されるべきもの埼玉也にもあるように思われる。まず思い浮かぶのは、将来修繕支
出である。いうまでもなく、将来除却支出同様に将来修繕支出もまた、企業が取得した資産を
模用することによって必然的に発生する支出である点には違いがないからである。
しかし、移籍支出のような資産使用期開中に発生する支出については、「公開草案Jにおい
て負漬認識の対象から除外されてしまっているO その理由として、「そういった債務は資産の
梗用期間中に渡って発生し費用処理されてしまうためJ15)と述べられている。ただし、この
理由が、 FASBによる会計基準決定過程において、費用収益の対応概念が、負債認識の十分条
件として実際的に入ち込んでしまっていることを意味することには注意しなければならない。
そういった認識問題とは直接関係がないはずの対応概念が、明文化されている負債認識の要件
より罷位にあることは奇妙に忠われる。やはり、いったん将来除却支出を負債認識するのであ
れば、将来諺繕支出もまた取得時点において負債認識するのが当然の婦結である。それにもか
かわらず、重要性がないといった実際的な理由ならまだしも、対応概念によって将来修議支出
を負葉認識しないことには疑問カ苛主らざるをえない。
尤も、「公開草案」の目的が、将来除却支出を有形固定資産の収益と対定、させることに置か
れていたのも事実である 1針。ただし、その場合でも、わが国で用いられている引当処理によ
っても、その自的が達成可能であることには程意すべきである。さらに、先に述べたように、
資産の途中売却の可能性まで考慮すれば、その方が会計処理として妥当で、あったはずである。
いずれにせよ、対応概念が、収益と費用の認識タイミングおよびその差額の意義について規定
する概念であるにもかかわらず、資産や負漬の認識の是非について「公開草案」の中で用いら
れること自体に開題があるといえようO
また、除却負債の借方相手項目が取得原植に算入されることを踏まえれば、取得原舗の構成
要素として、将来絵却支出を算入しながら将来移籍支出を除外することは、その講或要素の範
囲が不明確にならざるを得ないことをも意味する点には注意しなければならない。資産の取得
15) FASB、ProposedStatement(Feb 2000)、para.4o
16)向上書、 pa陪 .410
使用に伴って将来必然的に発生する支出のうち、対応の論理に照らして負債認識されたものだ
けが取得原価の構成要素になるというのでは、取得原価に何らかの意義を見出すのが難しくな
るのである。
次に、必然的な会計処理として思い浮かぶのは、オベレーティング・リースに関する支出を
契約時に負債認識するというものである。周知のように、リース取ヲ|は法律上は未履行契約で
ある。そのため、米国やわが国においては、リース取引をオンバランスする会計基準の設定過
程において、その資産性・負債性が問題となった経緯がある。結局、資産の延払購入と経済的
実質が等しいとされるキャピタルリースのみが、オンバランスされることになり、それ以外の
リース取引(オベレーテイング・リース)については、オンバランス化が見送られることとな
った 17)。しかし、先に述べたように「公開草案」が、資産の取得使用を原因として未履行契
約でさえない予定取引まで負債認識を拡大する以上は、このオベレーテイング・リースに関す
る債務についても、当然に負債認識することが整合的となると考えられるのである。尤も、先
に述べたような、 FASBによる将来修繕支出の負債認識否定の論理からすれば、オペレーテイ
ング・リースに対する支出についても、わざわざストック認識した上で費用配分せずとも期間
利益との対応が成立している以上、負債認識が否定されることになるとは考えられる。
本節における以上の議論から明らかなことは、未履行契約や予定取引に関して将来発生する
支出のうち、将来除却支出のみを負債認識することには大きな問題が潜在しているという点で
ある。とくに、将来除却支出以外の将来支出の負債認識否定の理由として、「公開草案」にお
いて、対応概念が挙げられていることは大きな問題であると考えられる。対応概念は、収益と
費用の因果関係について論じる際に用いられる概念、すなわち、どのような意義の利益を計算
するのかを規定する概念で、あって、利益計算の過程をどのように表現するのか、すなわち、資
産や負債の認識要件を規定する概念で、はなかったはずである 18)。それにもかかわらず、「公開
草案Jのように、負債認識の十分条件として、対応の概念が明示的に現れるのであれば、それ
はやはり大きな問題といわざるを得ないのである。よって、「公開草案」を正式に採用するの
であれば、米国会計基準体系における対応概念の位置づけについて再検討することも同時に必
要になるように思われる。
本節では、「公開草案Jの規定する会計処理のうち、その貸方に関する問題点を検討した。
次節では、第4節において、②⑥の検討を加える準備として、「公開草案」が冒頭のような会
計処理を規定することになった背景、とくに借方処理の背景について検討する。
17) Financial Accounting Standards Board， Statement of Financial Accounting Standards， No. 13， Accounting 
for Leases， November 1976， para.60 
18)米国会計基準体系内における対応概念の位置づけについては、 FASB、SFAC6、para.144・152を参照。
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第3節 将来除却支出の原価算入問題とその背景
(1)将来除却支出の原価算入問題
これまで米国会計基準においては、有形固定資産は歴史的原価で評価されることになってい
た。そして、 SFAC5によれば歴史的原価とは「当該資産を取得するために (toacquire)支払
った現金額または現金同等額であり、通常は取得後の償却費またはその他の配分額で修正した
額J19)とされている。つまり、有形固定資産の取得原価については、取得するために必要な
支出をもとに算定されてきたわけである 20)。なかには、失敗に終わった採掘に要した支出の
ように、取得原価に算入するか否かについて見解が分かれるものもある。ただし、その場合で
も、あくまで取得のために必要なものという前提の上で、議論がなされていたので、あって、除却
のための支出はそこには含まれていなかった。換言すれば、取得したためにあるいは使用した
ために発生する支出については、そもそも取得原価を構成する要素として考えられてはいなか
ったのである。また、使用開始後に未償却原価に対して新たに支出を算入する場合にも、資本
的支出と収益的支出の判定がなされた上で、資本的支出に限って算入することになってきた。
その場合、資本的支出とは、資産の収益力増加を伴う支出であると理解されてきた。そのため、
資産の収益力とは何の関係もない除去Pのための支出は、資本的支出とみなされるはずはなく、
これまで未償却原価に算入されることはなかったのである。
ところが、「公開草案」によれば、除却負債は発生すると直ちに認識されることになってい
る。つまり、原子力発電施設解体債務のように取得したために発生する場合には資産取得時点
において、環境回復債務のように使用したために発生する場合にはその時々の使用時点におい
て、除却負債が認識されるのである。そのため、除却負債の借方相手項目である除却コストは、
資産取得時点、使用時点にかかわらず資産簿価に算入されることになってしまうのである。そ
れに対し、前段落で述べたように、これまで除却コストは、時点を問わず、そもそも資産簿価
に算入されるもので、はなかった。よって、「公開草案」は、これまでの資産簿価に算入される
支出の構成要素を拡大することになるのである。それにもかかわらず、「公開草案」では、除
却コストを資産簿価に算入することが当然であるかのように提案されているのである2])。
19) FASB、SFAC5、para.67o
20)購入や自家建設のケースでは同騰のために必要とされる支出、贈与や現物出資のケースでは I取得のために必
要とされたであろう支出jとなろう。交換によって取得した資産の取得原価算定については見解が分かれるとこ
ろであり、月l.w高にて布詰すしたい。
21)尤も、除却費用を要するということは残存価額がマイナスであることを意味する。それゆえ、その金額だけ取得
原価が増額されることは当然で、はないかという見解もありえよう。だが、その見解は、残存価額の決定と取得原
価の決定がそれぞれ独立した資産評価であるという事実を無視している。両者の差額を減価償去伊rJb聖書買とするの
で、あって、取得原価自体が残存価額から逆算されているわけではない。改めて考えてみれば‘、残存価額がマイナ
スであることをもって、減価償去陣要額が資産本体の取得原価を超えてもかまわないのではないかという議論は
成立するが、取得原価をj劇画賞去陣要額をもとに算定すべきであるという議論なと、成り立つはずカずないのである。
中村忠隙府高現代会計学(五訂版H白杉膚房、 2001年、 p.90を参照。
しかし、除却コストがこれまで資産簿価に算入されるもので、はなかった以上、そこで、関われ
なければならないのは、どのようにして「公開草案jが除却コストを資産薄価に算入すること
になったのかとv'¥う経緯である。そこで改めて、 f公開草案J補記を検討してみると、「公開草
案」本文では当然のように謡われている除去Fコストの原価算入が、実はj肖握的に選択された会
計処理で、あったことカ守主察される。以下では、このことについて議論することにしようC その
際、まず (2)において、わが国における者未設却支出の会計処理について錆単に再検討した
上で、それと比較する形で議論していくことにする。
(2) わが由引圭処理の意義と予定支出配分機能
将来除去F支出の会計延理について検討する際に注意すべきことは、資産車得時点あるいは使
用時点、においては、当黙のことながら除却行為は未だなされてはおらず、通常では、それに詳
う支出も発生していないということである。つまり、冒頭でも述べた通り、捺却支出が発生す
る原因は生じているものの、除却行為自体は完全未履行の予定取引に過ぎないのである。
このようなケースに対し、実捺に電力各社も原子力発電施設解体引当金を用いているように、
引当処理を行うというのがわが国での通例となっているc 尤も、引当処理が通例であるとはい
え、収益と圏果関孫を持ちながらも収益認識後に発生するこのような費用支出の会計処理につ
いては、とくに費用発生主義との整合性に対して、わが国においてこれまでに多くの議論があ
った。ただし、それらの議論が費用収益の対応、を軸に展開されたということは、本稿にとって
重要である。なぜなら、引当処理が、単にタイミングのずれた一対の収益と費用を対応させる
道具にとどまらず、複数の収益と一つの費用を対応させる場合には、配分プロセスをも伴う道
具であるという点についてコン七ンサスがとれていたことを意味するからである。つまり、わ
が国の引き処理には、将来予定支出の配分機能が付与されていたのである目。よって、企業
会計原尉注解18に示されているように、ある期に計上される引当金繰入額培、将来支出すべ
てではなく、将来支出のうち「当期の負担に属する金額jとなることが当然だと考えられてい
たわけで忘る。そのため、たとえ原子力発電権設解体引当金の負f副主について議論が及んだと
しても、その将来発生額すべてを負債認識すべきといった見解が示されることもなかったよう
に思われる。
それに対し、冒頭で確認したように、「公開草案jでは、将来支出額すべてについて負債認
識し、その借方椙手項目を資産計上するという方法が提案されている。もちろん、収益認識後
22)このようにわカ溜における引当慰里は、予定支出配分機能を持っている。それに対し、菌擦会告基準において
は、 51当虹立呈に対して、そのような機能力清克示的には予定されていなし%なぜなら、上記のように、わが冨の51
当路里に関する規定が、費用収益の対誌を溝たすための規定であるのに対し、盟際会計基準では、引当金の負債
性に着目した規定が有われているからである。そこでは、引当館里ではなく民当金という負憧の議員長期j定のみカず
取り扱われており、引当金と同時に認識されることになる惜方相手項Eの処理までは規定していないのである。
IASC、IAS37、para.8を参照。将来除去9支出に対して、冨際会計基準がわか冨と開範こ51当慰霊を用いている
にもかかわらず、その会言切~，の内容については「公開草案j と同様になっていることにはi主意されたい。
9 
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に発生する費用をあらかじめ諸方にストックとして認識しても、後の期間に配分してしまえば、
費用と収益の対応関係は満たされる23)。その意味では、この方法も、わが国における引当金
に関する議論において示されるべき会計娃理のひとつであったには違いない。ただし、この方
法の問題点は、果たして認識されたものが負債として認められうるのか、あるいは資産認識さ
れた「将来受領予定のサービスjがいかなる意味で資産なのかという点である。周知のように、
わが国においては、このような未履行契約でさえない予定取引に関して、その借方の資産性、
貸方の負債笠も認められないというのが通例で、あったO 当該取引が、あくまで、も予定で、あって、
未だ発生していないことを重視するためと考えられる。逆にいうと、それゆえに費用収益の対
応を国る道其立てとして例外的に引当処理をT必要とし、引当金に関する議論も引当延理そのも
のを前提とした上で展開されてきたのだと考えられる。そのため、将来発生する原子力発電施
設解体支出についても、全額があらかじめ負債認識されることは当然ありえず、よって、その
借方相手項呂が認識されることもないので、その原画算入といったことは議論にさえならなか
ったわけである。
(3)資産負債認識要件のアンバランスと除去5コスト原価算入の消極的理由
一方、米国会計基準では、将来のキャッシュ・アウトフローについて、それが負債の定義や
測定可能性、目的適合性、信頼性といった一定の要件さえ満たせば、負債認識されることにな
っている判。わが国のように、完全未履行であることが負債の全額認識をとくに妨げるとい
うことはないのである2針。そのため、第2節で述べたように、「公開草案」において、これま
でとくに会計基準が設定されてはいなかった将来除去F支出についても、その負債認識を提案す
ることゑ河J能なのである。米国のようなストックに着目する会計基準棒系とわが国のようなフ
ローに着目する会計基準体系の差異について多くの議論があるようだ均三会計処理に対して実
質的な差をもたらす一例を、こういった完全未麗行取引の取与扱いに見て取ることができる。
前項で検討したように、わが国では、将来除却費用を現在のストックとして捉えた上で配分す
るという方法を選択することは、実質的に不可能であったのである。
しかし、負債を認識するということは同時に、複式簿記を使用する以上、情方に何かを認識
しなければならないことをも意味している。冒頭で述べたように、 f公開草案jでは、それを
「除却コスト」と名づけた上で資産簿価に算入することになっている。それに対し、前項(1)
で確認したように、これまで、除去手に関する費用は資産簿価に算入することを認められていなか
ったO それにもかかわらず、なぜ「公開草案Jにおいては算入することになったのであろうか。
この間いは、除却負債の借方相手項目を、なぜ費用や「将来受領予定のサービス」といった単
23)将来除去肢出を現在価儲明富することにより、対誌の意妹会いが異なる可樹主はある。本稿勝主5を参照。
24) FASB、SFAC5、para.63o
25)この点に論及したものとして、徳糞芳弘「伝統的な実壌概念から新しい負漬概念へー来冨における変化Jr企業
会~tj 1994年8丹がある。
独の無形資産として認識しなかったのか、と換言できょう刻。
とはいえ、当該借方相手項目を当期費用とすることは不自然であろうO なぜなら、除却行為
は、資産使居終了を要件として着手されるからである。使用開始時点や使用期間中に除却費用
全額を認識することは不自黙としかいいようがない。それゆえ、問題の中心は、当該借方相手
項吾がなぜ単独の無形資産として処理され得ないのかという点になる。この点について考える
際に重要な手がかりとなるのは、 SFACにおける資産の定義であろう o SFAC6では「賓産と
は、過去の取引また法事象の結果として、ある特定の実{本により取得または支配されている、
発生の可能性の高い将来の経済的袈益であるJ27) とされている。この定義に照らせば、当該
借方相手項目が資産に当てはまらないということは明らかである。なぜなら、その実体が「将
来受領予定のサービス」という、通常であれば未だ契約もされておらず、もちろん対緬支払さ
え行われていない、それゆえ取得も支配もされていない将来の経済的便益だからである。「公
開草案jでも、そのことを認、めているお)。
結局、負債の認識を受けて、借方に「除却コストJなるものを認識したものの、それを費用
としても、単独の資産としても会計処理しえないのである。このことは逆に、 SFACにおける
資産の認識要件と負債の認識要件にアンバランスが存在していることを示しているc つまり、
完全未履行の予定取引について、その負債性を認める可能性を残しながらも、その資産性は認
めない仕組みになっているのである29L さらに、冒頭において資産簿価に算入される支出の
範囲について述べたが、局知のように、それはあくまで、も通例で、あって強制適用される会計基
準ではない30)。以上のような消極的な理由によって、「公開草案jが、除却コストを、すでに
資産の定義を満たし認識されている実物資産本体の簿価に算入せざるを得なかったのではない
かということカ苛監察される。そのため、わが国では議論にさえならなかった将来除去F支出の原
錨算入問題が浮上してくるのである。このように、「除却コストjと名づけられて拾いるもの
の、それは原価算入するという結果を受けてのネーミングで、あったと考えられるのである。
26) FASB、ProposedStatement(Feb 2000トpara.76o
27) FASB、SFAC6、para.25。
28) FASB、ProposedStatement(Feb 2000)、para.75o
29) Financial Accounting Standards Board， Statement of Financial Accounting Standards， No.133， 
Accounting for Derivative Instruments and Hedge Activities， June 1998， para.21 tこよれば‘、実物嚢産の将
来購入取引についてへッジしたケースで、確定約定取引までは資産負債ともに認識することが認められている。
除却行為は、確怠約定より発生の可能主は低いが、通常の操業濁毘こおける艶董尉4購入などとし、った予定取引
に比べれば発生の司書自主は高い。この微妙な点が、 SFACにおける資産負債認識要{切コアンバランスを星扇百七さ
せたのだともいえよう。
30) FASB、SFAC5、para.70o
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第4節 資産簿価の変容と減損会計
(1 )捺却コスト取得票錨算入の意味すること
第1節で示した問題点多の意味するところは、算定される資産簿舗とくに取得原偏の意義が
変容することである。前節(1)で述べたように、これまで資産の取得原価は取得するために
必要な支出に基づいて算定されてきた。減価償却する際には、その金額をもとにして言博が行
われ、使用中の実物資産の簿植は未讃却京価と呼ばれてきた。また、使用開始後で、あっても、
資本的支出が行われた場合に資産簿価を増額することはあったO ただし、基本的には資産簿価
の増額が再評価という形式をもって行われることはなかった。 SFAC5によれば、これらのこ
とをまとめて、実物資産は歴史的京舗で評価されるといわれてきたようである日)。
しかし、「公開草案Jが正式に採用されれば、実物資産が歴史的原舗で評価されるとは、も
はやいえなくなると考えられる。その理由として、第一に、来得するために必、要な支出以外の
支出(除去手のための支出〉が取得票舗に含められることになること、第二に、第1節で示した開
題点③からも明らかなように、使用期間中で、あっても除却負積の見積改訂を受けて資産簿艇が
増額される可能性がでてくることが挙げられる。では、実物費産の評価は、これまでの歴史的
原価評儲からどのような評価へと変化するので、あろうか。しかしながら、この間いに対して、そ
の変化した己引面額の属性を適切に表す言葉をSFACの中に見出すことをできないのが実情であ
るc
そこで、「除去Pコストjの意義について再び考えることにしよう C ただし、ここでは第3節
のように除却負債の倍方相手項目としてで誌なく、(除却コスト込みの〉資産簿髄と資産本体
の公正偏僅(市場幅植)との差額の意味について考えるのである。冒頭の例でいうと、 100万
円で購入した資産に対して143万円という当初評舗を行うこと治宝何を意味するのか、つまり、
資産本体の公正倍値を超えて評緬される43万円分カミ何であるのかを問うわけである。そうす
ると、 143万円という評錨額は、もはや資産の公正悟植というよ乃は、使用価値そのものでは
ないカミ使用偏値を一部反映したものであることが理解できょうO 手がかりとなるのは、企業
が有形固定資産を使用することによって、資産本体の取得に要した支出に加えて、将来発生す
る除却のための支出も回収することが予定されているという点である。このことを逆にいえば、
その43万円という差額は、有形固定資産を使用することにより獲得を予定されているネッ
ト・キャッシュ・インフローの一部と考えられるからである3針。
31)関上書、 para.67o
32)このことは、わが冨の f原子力発毒施設解体引当金jのような引当処理に引きつけて考えるとわかりやす
い。周知のように引当金は実賓の音B'こ区分されるものの、第3節 (2)で述べたような引当処理を通して行
われる将来発生費用の配分は、計算構造上、利益の繰廷を意味している。譲って除去Pコストの票倍算入と
いう会計処理を、引当処理に引きつけて検討すれば、それは将来にわたって徐々に積み立てていくはずの
利益を現在において頭倍算入することに等しいのである。
しかし、厳密には使用価植とは資産使用によって得られるネット・キャッシュ・インフロー
から除去F支出(キャッシュ・アウトフロー)を差ヲlいた金額の現在価値であるから、除去コス
トを算入された取得原錨カ守吏用儲値を上回ることもありうる。むしろここで重要なことは、資
産の取得原揺が、除去Fコストを算入されることにより、財としての資産本体の値値を離れ、使
用によって得られると期待されているキャッシュ・インフヨーの一部を表す数植になっている
という点であろうO
資産の市場価格は、{吏用舗値の市場平均を表していると一般的には考えられている。そして
使用価値の市場平均というからには、そこには将来除去手支出が識り込まれているはずである。
この点を踏まえると、市場栖務をもとにした取得原価に除去Fコストを算入するということは、
つまるところ将来除去P支出を取得原価に二回も識り込むことになっているのである。その結果、
取得原価に、資産の使用によって発生するキャッシュ・フローのうち片方=キャッシュ・イン
フローが積極的に反映されることになっているので、あるO 換言すれば、取得原値に回収可詑額
という意義が積極的に反映されることになるのである。
以上のように、除却コストを取得原舗に算入するという「公開草案jのような会討処理は、
資産簿備の意義を、良いか悪いかは別にして、大きく変えてしまう O 第2節で述べたように、
除却負債を認識する前提として資産取得者が使用を終了し除却行為まで行うことが想定されて
いる。そのため、その告方相手項目である除却コストを算入された取得原価もまた、財として
の資産そのものの価植から費用を視野に入れた栖値へと変容するので、あるO 除却コストの原価
算入は、単に資産簿価に算入される支出の範囲拡大にとどまらず、その意義までも変容させて
しまうものであることがわかる。
(2)歴史的漂慣が宥する会計的意義の二側面とその変容
しかし、前節(1)で述べたように、これまで取得原価が取得に必要な支出をもとに算定さ
れてきたため、そこで、は資産本体に対する支出の勉に取得経費を算入することが通営で、あった。
つまり、資産取得票植が資産本体の公正価値から黍離するケースが、これまで、むしろ常態だ、っ
たわけである。それにもかかわらず、これまでは取得経費が金額的に重要ではないと考えられ
てきたためか、この点についてはほとんど議論がなされてこなかった。その結果として、資産
に対する支払対値が資産の公正価値に合致していると見なされてきたようである。その意味で
は、「公開草案jによって、これまで潜在化していた論点が浮き彫りにされただけともいえる。
そこで重要なことは、これまで、有形国定資産評価の属性であった崖史的原価の中にも、それが
資産本体の公正価値と求離する以上、回収可能額とV'う属牲を積極的に見出すことができると
いう点である。
そこで改めて歴史的原髄の会計的意義について考えると、実はそこに二つの側面があったの
でないかということに気づかされる。それ辻、(イ)利益計費を行う際にベンチマークとなる
べき回収必要額としての欄面と、〈ロ)経営者が資産の利用により見込んでいる回収可能額と
β 
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しての側面である。もちろん、回収可詑額とはいっても、この場合、回収可龍額の全額を表す
わけで、はない。そして、両方の側面を持ちながらも、取得原幅辻(イ)が強く、一方、未憤却原
価は(ロ)が強かったように思われる。とくに、取得原価算定という行為を取り上げるならば、
それは回収可龍額の計算ではなく回収必要額の計算であることは明らかである。また、とくに
減損会計が普及して以降、貸借対思表における未償却原価の意義は、残存回収必要額というよ
りはむしろ回収可能額という側面により重点が置かれているといって差し支えないだろう刻。
以上の点を踏まえた上で、除却コストの算入によって資産簿価がどのように変容するのかに
ついて考察すると、以下の二点が指摘できるであろうO 第一点は、これまで(イ)の傭面が強
かった取得原価の意義に、(ロ)の意義が積極的に付与されたということである。前項で述べた
ように、基本的には財そのものに着目して行われてきた歴史的原価言軒面から、財の使用まで視
野に入れた評価へと変化するからで、あるO 第二点は、第一点、とは逆に、これまで〈ロ)の側面
が強かった未償却原値に、(イ)の意義がついてまわらざるをえなくなったということである。
第二点は第1節で示した⑤の開題点と関係している。すなわち、③の意味するところは、除去F
負債に留まらず資産簿悟までも均三実際に除却支出が確定するまでは、確定しないということ
である。除却負債に関していえば、見積改訂を反映することにより、将来キャッシュ・アウト
フローの最善の評倍額が貸借対頭表において開示されることになるので、とくに問題は見当た
らない。それに対し、その措方相手項目である除却コストに見積改訂が反映されることは、資
産簿価(取得原価及び未積却原錨〉が使用終了まで確定しないことを意味しているのである。
(3)再構築がf必要となる米国減損会計 34)
さて、資産簿悟の意義に関する以上二点の変容は、どのような開題を新たに惹起するであろ
うか。ここでは、其体的に現行の米国減損会計基準との関係について考えていくことにしようO
周知のように、減損会計とは、基本的には収益性の低下した資産の簿価を切与下げる会計処理
のことをいうO ここで減損会計を取り上げるのは、いうまでもなく、資産簿価の意義が最も本
質的な問題となるからである。
まず、第一点目の変容との関孫について検討しようO 毘知のように、米国の減損会計基準で
は、減損認定が行われると、資産簿錨を公正価値まで切り下げることになっている35Lその
33)尤も、料率規制の存在する公益企業などで、未積都東舗の回収可能性が規制により実量的に保証されているよう
なケースでは、未償却原舗で‘あっても(イ)が強いといえよう。
34)米国では、 i崩曇会計に関して、従来の基準を斑7するための公開草案が公表されている。ただし、そこで斑Tが
予定されている富所は処分賓産に関する重荷で、あり、減損の認識や漉定iこ関しての改訂は予定されていなし王。
Financial Accounting Standards Board， Proposed Statement of Financial Accounting Standards， 
Accounting for the Impairment or Disposal of Long-Lived Assets and for Obligations Associated with 
Disposal Activities， June 2000， para5を参照。
35) Financial Accounting Standards Board， Statement of Financial Accounting Standards， NO.121， 
Accounting for the Impairment of Long-Lived Assets and for Long-Lived Assets to Be Disposed 0(， March 
1995， para.7. 
根拠として挙げられてきたのは、{吏用価笹までの切り下げによって媛壌が資産簿価に算入され
てしまうことを回避したという点刻、減損を契機として再投資を擬制する点で、あった問。し
かし、改めて考えてみれば、それらの課拠がともに、前項(1)で述べたような、資産の取得
原価が公正錨植に等しいと見なすという、「公開草案Jによって変容してしまう前の資産簿価
の属性、すなわち歴史的原値を軸にして構築されていたことがわかる。
しかし、先に述べたように、「公開草案jが正式に採用されれば、取得原舗に徐却コストが
算入され、資産本体の公正価f直とは黍離することになる。つまり、第一点目の変容により、こ
れらの根拠の軸古寺岳らいでしまうのである。資産簿価の意義が変容する以上は、減損会計もそ
れに許せて再構築されなければならないことはいうまでもないであろうO 尤も、「公開草案J
では、そのことを配E草して、回収可能性テストや公正価値を求める際には、将来除却支出を除
外しなければならないという規定を設けている3針。ただし、将来除却支出が取得原価に算入
され減緬撲却されていっているのに対し、回収可能性テストや公正価植を求める捺に将来除却
支出の全額を除外するのでは、どうしても回収可語性や公正儲値を過大に評価することになっ
てしまう点に辻注意すべきである。いずれにせよ、「公開草案jによって、もはや資産の公正
価植という概念が、減損会計において用いられること自体がおかしくなってしまうのである。
次に、第二点目の変容との関係について検討しようC 周知のように、減損会計の主要な論点
として注目されてきたのは、減損した資産の簿価をどこまで切り下げるかという点で、あった。
そして、それをめぐる議論の多くは、未償却原価の回収可能性を軸にこれまで展開されてきた
ようである。しかし、前項 (2)を踏まえた上で、その軸を支えていたものを改めて検討すれ
ば、それは、取得時点において回収必要額が基本的には確定されるという、歴史的京領一副亜の
特性で、あったことに気づかされる。それに対し、前節で述べたように「公開草案」が正式に採
用されれば、未撲却原価に回収必要額の再計算がついてまわらざるを得なくなる。つまり、
「公開草案jによって議論の軸カ苛岳らいで、しまうのである。
このことは、除却支出の増額改訂がなされるケースで顕著となる。そこで、は、将来支出の増
加が、収益性の低下を意味すると同時に回収必要額の上昇をも意味してしまうからである。そ
のため、収益性の抵下を原国として資産簿価が増額されてしまうといった奇妙な現象が起こっ
てしまうのである。ただし、一定のレベルを越える収益性の低下には、減損会計が適用される。
よって、未僕却原価額は(容来除却支出の増加による)収益性の低下を原因として上昇し、減
損認定という臨界点を越えた途端に減額されることになる。もちろん、このような極端なケー
スは稀有であろうが、原理的には起こりうることである。このような資産簿価の増減が財務諸
36) FASBが「譲簾計上を匡避するために公正橿撞まで切り下げるjと明言しているわけではないことには注曹、され
たい。向上書、 para.106・1070
37)向上書、 para690
38) FASB、ProposedStatement(Feb 2000)、para.120
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表利用者を混乱させないという保証はない。
重要なことは、使用開始後も資産簿価に回収必要額の再計算がついてまわることによって、
資産簿価が減損についてのベンチマークとして十分な役割を果たさなくなることである。尤も、
外貨建取引に用いられる二取引基準のように、その後の見積改訂と資産両引回を切り離すことで
こういった問題は回避できょう。除却コストを算入しながら歴史的原価制面が持っている特性
を損なわないためには、そういった手立てがなされてしかるべきだと思われる。逆に、そのよう
な手立てをしないのであれば、減損会計の側を再構築する必要が生じることは明らかであろう O
第5節まとめ
ここまでの議論から明らかになった点を要約すると以下のようになろう O まず、第2節で明
らかになったことは、以下の点で、あった。(1)r公開草案」がこれまでの負債認識要件を拡大
するものであること、 (2)その当然の帰結として、将来修繕支出についても負債認識すべき
であるにもかかわらず、すでに期間利益との対応が成立しているという理由により、それが否
定されていること、またその結果として取得原価の算定意義が不明確となってしまうことであ
る。とくに、 (2)からは、資産負債観を標携する米国会計基準体系に対して、対応概念をど
のように位置付けるのかについて、再検討される必要があるという課題が浮かび上がった。
次に、第3節で明らかになったことは以下の点で、あった。(1)I公開草案」によって提案さ
れている、除却コストの原価算入が、これまでの有形固定資産の簿価に算入される支出の範囲
拡大を意味すること、 (2)未履行契約の認識を認めないわが国においては、引当処理により
未履行の将来費用支出が配分されることになるため、除却コストの原価算入問題が生じないこ
と、 (3)一方、米国では、未履行契約をストック認識する当然の帰結として、除却コストの
原価算入問題が生じるが、「公開草案」においては、消去法的に除却コストの原価算入が選択
されたと推察されることである。とくに、 (3)からは、米国会計基準体系において、資産と
負債の認識要件にアンバランスが存在していることが明らかとなった。
そして、第4節で明らかlこなったことは以下の点である。(1)除却コストを算入された取得
原価は、もはや資産そのものの価値から離脱してしまうこと、 (2)I公開草案」によって、こ
れまで歴史的原価評価が有していた二側面の意義に照らして、有形固定資産簿価の意義が変容
すること、 (3)その結果、これまでの歴史的原価を軸に構成されていた減損会計を再構築す
る必要が生じることである。とくに、 (3)からは、減損会計を議論するに当たっては、そも
そも減損会計が拠って立つ資産簿価のそもそもの意義について再検討する必要があることが明
らかとなった。
冒頭で述べたような社会状況、及び、使用後のアフターケアとして、メーカーが修繕サービ
スや除却サービスを提供することが多く、そういったサービス抜きでは取得した資産を実質的
には利用できないことを鑑みれば、資産取得により使用、除却までに企業が負担するトータル
コストを資産簿価に反映することは、当然の帰結と考えられなくはない。そして、企業が資産
の利用によって、それ以上のキャッシュフローを回収することを予定していることからすれば、
それによって資産簿価自体の情報有用性も高まると考えられる。ただし、第2節での検討から
明らかなように、「公開草案」がいささか中途半端であるという感は否めない。さらに、第4
節での検討から明らかなように、 FASBは「公開草案」がもたらす資産簿価の意義への影響を
軽視しているように考えられる。以上までの検討から、 FASBが「公開草案」を正式に採用す
るには、解決すべき多くの課題が残されているといえよう O 逆に、正式に採用するとなると、
減損会計の再構築はもとより、負債認識要件や資産簿価の意義といった会計基準体系を支える
根本的な概念についても、再構築の必要が生じると考えられる39)。
補論一国際会計基準における将来除却支出の会計処理とその問題点
本論の検討を踏まえた上で、国際会計基準に対する若干の検討を付け加えておくことにする。
冒頭で述べたように、将来除却支出の会計処理に関して、国際会計基準は「公開草案」とほぼ
同じ会計処理を要求している40)。そのため、「公開草案」同様に国際会計基準でも、未履行契
約について認識しないと明言しているにもかかわらず、資産取得や使用を原因として発生する
将来除却支出を負債認識するために、複式簿記を用いる以上、結果的に未履行契約でさえない
予定取引を認識することになっていることには注意すべきである4])。ただし、国際会計基準
では、将来除却支出を負債認識するという規定を含んだIAS37の公表とともに、 IAS16を改
訂し、資産簿価に算入される支出の範囲を拡大したために、第3節で述べたような各ルール聞
の整合性に関する問題は生じていなしE。また、第4節で検討した減損会計との関係についても、
米国とは異なり、減損に伴い資産簿価を使用価値まで切り下げることになっているため、除却
コストの算入により取得原価が使用価値に近づいたとしても、それに伴う整合性の問題は生じ
ないことになっている42)。
しかしながら、第2節で検討したように、除却負債を認識するのであれば、将来修繕支出ま
39)資産簿価の意義に関しては、 FASB，Proposed Statement of Financial Accounting Standards， Accounting in 
Interim and Annual Financial Statements for Certain Costs and Activities Related to Property， Plant， and 
Equipment，October2001において再樵すが図られている。
40)ただし、国際会計基準では、除去H負債は引当金として諦哉されている。材副都主9，22を参照。
41) IASC、IAS37、para.1を参明。
42)尤も、国際会=十基準では、「公開草案jと異なり、阪H負債の見積斑Tを、すでに資産衛面に算入されている除却
コストに反映させるかどうかについての日月確な記述カf見当たらない。よって、第4節で述べた、減損会計に関す
るこ点目の問題点が国際会=十基準に当てはまるかどうかは利月である。
43)向上書、 Example11A。
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で負債認識することが当然の帰結であるにもかかわらず、米国会計基準と同様に国際会計基準
においても、それがなされていないことには注意しなければならない。尤も、その否定の理由
は、「公開草案」とは異なり将来修繕支出の発生の蓋然性が、「会社の決定にかかっているJ43) 
以上現在では負債を認識するほど高いとは考えられないためとされている。ただ、その場合で
も、第2節で検討したように、将来の解体支出を取得原価に算入するという規定をもっ以上、
国際会計基準でも除却負債の蓋然性が、「会社の決定に関わりなく」企業が有形固定資産を取
得使用し除却まで行うということを前提に図られていたことには変わりがない。それにもかか
わらず、上記のような理由で将来修繕支出の負債認識を否定することには問題があると考えら
れようO
さらに、修繕支出に関しては、その発生前に予めその金額だけを余分に減価償却しておき、
支出の発生とともに資産簿価に算入することが求められているようであるが、このような会計
処理にも問題があると考えられる。なぜなら、そのことが資産簿価を資産本体の価値によって
評価していることを意味するからである。つまり、資産本体の価値下落に着目した会計処理と
なっているのである。第4節で検討したように、将来除却支出を資産簿価に算入することは、
資産簿価を使用まで視野に入れた価値に近づけることを意味している。それにもかかわらず、
将来修繕支出については、資産簿価が資産本体の価値を表しているという前提のもとで会計処
理するというのでは、資産簿価に対してどのような意義を持たせるのかについて一貫性が保た
れていないといわざるを得ない。以上の議論から明らかなように、国際会計基準においても、
米国会計基準と同様に、資産簿価の意義をその会計基準体系の中でどのように意義付けていく
のかについて再検討がなされなければならないように思われるO
(2001年6月5日受理)
